
４

依存財源
（５２．３％）

自主財源 
（４７．７％）

○地方交付税　４０億９６２万円
２０．７％（前年度比１０．７％増）

・雇用対策・地域資源活用臨時特例費による増 ○市税　６８億９２８７万円
３５．５％（前年度比２．３％減）

・経済不況による個人市民税の減

○繰越金　９億５２７４万円
４．９％（前年度比６４．８％増）

・繰越事業費等充当財源繰越額、 
　純繰越金の増

○諸収入　４億３４１９万円
２．２％（前年度比１８．８％減）

・建物災害共済金の皆減、 
　生活保護費返還金の減

○繰入金　４億３１３９万円
２．２％（前年度比５７７．７％増）

・東日本大震災復旧に係る財源として 
　財政調整基金からの繰入金の皆増

○その他　５億５３５７万円
２．９％（前年度比６．９％減）

・分担金および負担金、使用料 
　および手数料、財産収入、 
　寄付金の減

○市債　１７億７４４４万円
９．１％（前年度比７．７％増）

・臨時財政対策債の増

○県支出金　１０億７３７９万円
５．５％（前年度比３．８％増）

・安心子ども支援事業・障害者自立支援 
　対策臨時特例交付金等の増

○その他　９億６２９２万円
５．０％（前年度比１．２％減）

・ 地方譲与税・各種交付金の減

○国庫支出金　２３億３００３万円
１２．０％（前年度比１３．０％減）

・定額給付金給付事業の皆減、 
　地域活性化臨時交付金の増など
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　市では、市民の皆さんに市政運営の状況をご理解いただくため、毎年２回
財政状況の公表をしています。
　今回は、９月の市議会定例会で認定されました平成２２年度決算の状況およ
び平成２３年４月１日から９月３０日までの間における予算の執行状況などにつ
いてお知らせします。
　また、財務書類（財産と債務の状況）につきましては、１２月号でお知らせ
します。
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　平成２２年度の一般会計決算は、子ども手
当支給事業や地域活性化交付金事業といっ
た国の経済対策に伴い歳入歳出総額が大幅
に増加しています。歳入は、景気低迷によ
る企業業績の悪化等により個人市民税が減
少する一方、平成２２年度から創設された
「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」等に
よる普通交付税の増や臨時財政対策債の増
に加え、東日本大震災による災害復旧財源
として財政調整基金繰入金が増額となりま
した。歳出は、安心安全対策両宮排水路整
備事業等により普通建設事業費が増加した
ことに加え、扶助費が子ども手当の支給開
始等により大幅な増となっています。

増減率
（Ａ）/（Ｂ）

平成２１年度
（Ｂ）

平成２２年度
（Ａ）

区分

１．６％２９万円１９３億８３４万円１９６億予算額

３．７％２１１４万円１８７億１５５６万円１９４億歳入総額（Ａ）

２．７％６８４１万円１７７億４２８０万円１８２億歳出総額（Ｂ）

２３．１％５２７３万円９億７２７６万円１１億歳入歳出差引額（Ｃ）（（Ａ）－（Ｂ））

７．８％５１６３万円２億７１２０万円２億翌年度に繰り越すべき財源（Ｄ）

―継続費逓次繰越額

△２４．６％５１６３万円２億８９７３万円１億繰越明許費繰越額

皆増８１４７万円事故繰越繰越額

２８．６％１１０万円７億１５６万円９億実質収支額（Ｅ）（（Ｃ）－（Ｄ））
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自主財源…那珂市が自らの権限で確保（徴収）したことによって得られた財源
依存財源…国や県から決められた額を交付されることによって得られた財源および割り当てら

れることなどによって得られた財源で、那珂市の裁量が制限されている財源

財政課　財政グループ
�２９８－１１１１

（内線５２２・５２３）

問い合わせ



広報なか１１月号５

義務的経費義務的経費
（４（４８．４％）４％）

その他の経費その他の経費
（３（３９．１％）１％）

投資的経費投資的経費
（１（１２．５％）５％）

義務的経費
（４８．４％）

その他の経費
（３９．１％）

投資的経費
（１２．５％）

○その他　２億８３０３万円
１．５％（前年度比３．５％減）

・投資および出資金・貸付金、維持補修費の減

○積立金　５億３１４８万円
２．９％（前年度比３８９．７％増）

・財政調整基金、減債基金等の積立金の増

○人件費　４０億８０５７万円
２２．４％（前年度比０．９％減）

・職員給料および手当の減

○扶助費　２７億６８０６万円
１５．２％（前年度比３０．０％増）

・子ども手当支給事業の皆増

○公債費　１９億７６８９万円
１０．８％（前年度比１２．９％減）

・公的資金補償金免除繰上償還の皆減

○補助費等　１５億９４５５万円
８．７％（前年度比３６．８％減）

・定額給付金給付事業の皆減

○繰出金　２２億５３１０万円
１２．４％（前年度比１６．８％増）

・東日本大震災復旧のため 
　下水道事業特別会計への繰出金の増

○物件費　２４億８１８２万円
１３．６％（前年度比０．７％減）

・総合公園管理事業などの減 
・固定資産税課税台帳整備事業などの増

○災害復旧事業費　６０９１万円
０．３％（前年度比　皆増）

・東日本大震災災害復旧事業の皆増

○普通建設事業費　２２億１２３９万円
１２．２％（前年度比１６．４％増）

・安心安全対策両宮排水路整備事業、
　上菅谷駅前地区まちづくり事業の増 
・一中学区コミュニティセンター建設事業の皆減
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◆給料
１０万６５００円 
（３５．５％） 
（市税）

◆パート収入
８７００円（２．９％） 
（使用料・手数料など）

収 入
月３０万円

支 出 
月２８万１９００円

◇実家からの仕送り
７万６８００円（２５．６％） 
（地方交付税・交付金など）

◇友人からの援助
５万２８００円（１７．６％） 
（国庫・県支出金）

◇ローン借入
２万７３００円（９．１％） 
（市債）

◆前月からの繰越金
１万４７００円（４．９％） 
（前年度繰越金）

◆預金引き出し
６６００円（２．２％）
（繰入金）

◆子どもの事業からの返済
６６００円（２．２％） 
（諸収入）

●生活費
　（食費・光熱水費など）
１０万１５００円（３６．０％） 
（人件費・物件費）

●医療・介護・教育費など
６万７４００円（２３．９％） 
（扶助費・補助費等）

●家の増改築・車の購入・ 
　地震による家の補修など
３万９２００円（１３．９％） 
（普通建築事業費、災害復旧事業費など）

●子どもの事業への貸付など
３万５２００円（１２．５％） 
（貸付金・繰出金など）

●ローンの返済
３万４００円（１０．８％） 
（公債費）

●預金（子育て・健康など）
８２００円（２．９％） 
（積立金）
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義務的経費…人件費・扶助費・公債費など、市が支出に
あたり義務を負っている性格の強い経費

投資的経費…工事請負費や公有財産購入費など資本形成
に向けられる経費

その他の経費…物件費・維持補修費や特別会計繰出金、積
立金・出資金・貸付金など

◆：自主財源　◇：依存財源
※市の年間決算額を１か月の家計に置き換えてみましたが、
単純比較は困難ですので、あくまで目安としてください。

■収入支出差引（歳出歳入差引） １万８１００円
■家電購入の残金ボーナス払い ４２００円
　（平成２３年度に繰り越す財源）
■実際の収支（実質収支） １万３９００円
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○災害復旧費　５５４５万円
０．３％（前年度比　皆増）

・東日本大震災に係る災害復旧事業の皆増

○諸支出金　３３０７万円
０．２％（前年度比７．６％増）

○民生費　５０億７７０２万円
２７．８％（前年度比１６．５％増）

・子ども手当支給事業の皆増、 
　自立支援サービス給付費などの増

○土木費　２８億９６９５万円
１５．９％（前年度比３７．７％増）

・安心安全対策両宮排水路整備事業、 
　上菅谷駅前地区まちづくり事業、 
　下水道事業特別会計繰出金計などの増

○総務費　２８億１３８１万円
１５．４％（前年度比７．８％減）

・定額給付金給付事業の皆減、 
　基金積立事業などの増

○教育費　２０億７５０７万円
１１．４％（前年度比１８．１％減）

・瓜連中学校整備事業、 
　一中学区コミュニティセンター建設事業の皆減

○商工費　１億７１９１万円
０．９％（前年度比７．３％減）

・清水洞の上整備事業などの減

○議会費　１億９２２１万円
１．１％（前年度比４．２％減）

・議員数の減による人件費の減

○農林水産業費　７億７４５９万円
４．２％（前年度比１２．２％減）

・水田農業構造改革対策奨励補助事業、 
　土地改良事業などの減

○消防費　９億７７５０万円
５．４％（前年度比８．２％増）

・常備消防車両整備事業などの増

○衛生費　１１億９８３３万円
６．６％（前年度比３．８％減）

・大宮地方環境整備組合負担金などの減

○公債費　１９億７６８９万円
１０．８％（前年度比１２．９％減）

・公的資金補償金免除繰上償還の皆減
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の負担額は表のとおりとなっています。
　また、都市計画税は、公園・道路・下水道などの
都市計画事業や土地区画整理事業などに充てられる
目的税で、市では次の事業に充当しています。な
お、これらの事業の２３．６％は都市計画税で賄われて
います。
【都市計画税充当事業】安心安全対策両宮排水路整
備事業、杉原地区まちづくり事業、下菅谷地区まち
づくり事業、上菅谷駅前地区まちづくり事業、竹ノ
内街区公園整備事業、上宿大木内線街路整備事業、
区画整理事業費および公債費（過去の都市計画事業
等で借り入れた市債の返済分）　市の財政は、市民の皆さんの直接または間接の税負担に

より成り立っています。２２年度の１世帯および１人あたり

　特別会計は、特定の事業を行う場合、特定の収入をもって特定の支出に充て、一般会計から分離して別に経理
を行う会計です。平成２２年度特別会計の決算額は表のとおりです。

増減率（Ｂ）/（Ｃ）２１年度歳出決算額（Ｃ）差引額（Ａ）－（Ｂ）歳出決算額（Ｂ）歳入決算額（Ａ）会計名

△３．６％３６０４万円５１億３１３０万円１億５０６０万円４９億８１９０万円５０億国民健康保険（事業勘定）　

３０．３％９７３万円０円１２６８万円１２６８万円老人保健

△２３．１％９９２５万円２３億８６６万円２億４４８８万円１８億５３５４万円２０億下水道事業

１７．０％１１６１万円４７２万円１３５８万円１８３０万円公園墓地事業

４８．８％８３９万円６億６１６５万円５０５万円９億６６７０万円９億農業集落排水整備事業

７．１％４８６５万円３０億１１０６万円６４２０万円３２億７５２６万円３２億介護保険（保険事業勘定）

皆減２３８万円―――介護サービス事業

６８．２％８２３０万円１億１７６６万円６５８万円３億２４２４万円３億上菅谷駅前地区土地区画整理事業

４．１％８６８万円４億５５万円２５３０万円４億２５８５万円４億後期高齢者医療

０．０％６万円６９万円６万円７５万円那珂地方公平委員会

△０．７％７０９万円１１８億３６２９万円４億２２９３万円１１７億５９２２万円１２１億合　　　計

１人あたりの
負担額

１世帯あたりの
負担額

２２年度決算額税　目

１０３円５万３８７４円１３万３２０万円２８億市 民 税

８９３４円５万７４７１円１５万９７２８万円３２億固定資産税

２０３２円５４３１円１３７２万円１億軽自動車税

６０８９円６２６９円１万４０６５万円３億市たばこ税

６０４２円６１４３円１万３８０２万円３億都市計画税

３２００円１２万９１８８円３２万９２８７万円６８億合　計

※世帯数２０，９３９世帯、人口５５，９４９人 （平成２３年３月３１日現在）



広報なか１１月号７

３００

４００

２００

１００

０

（億円）
３５９億円９億円 ３５２億円２億円

３４４億円４億円 ３３８億円８億円 ３３７億円７億円
３５９億円 ３５２億円

３４４億円 ３３８億円 ３３７億円

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

１８８

１１１

３３

１８２

１１２

３３

１７７

１１１

３３

１７４

１１０

３４

１７５ 
一般会計債

１０８ 
下水道事業債

３５

２１
６

１８
７

１５
８８ ８８ ９９土地区画土地区画  

整理事業債整理事業債

農業集落排水農業集落排水  
整備事業債整備事業債

８
１２
８

１０
９土地区画 
整理事業債

水道事業債

農業集落排水 
整備事業債
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　一般会計債については、まちづくり交付金事業、市
道整備事業など合併特例債を発行したほか、地方交付
税の振替分としての臨時財政対策債を約１２億円借り入
れたことから、市債残高は増加しています。
　しかしながら、市債発行の縮減に努めた結果、合計

では、前年度比２千５８４万円（０．０８％）減少しました。
　上記のグラフは過去５年間の市債年度末現在高の推
移です。市では財政健全化プランの推進により、市債
発行の縮減や低金利の市債への借換えなどにより、将
来負担の軽減を図っています。

２１年度末
現在高

増減高
２２年度末
現在高

区分

１３３万円１７４億９１１７万円９２５０万円１７４億一般会計債

３３３万円１１０億７１４６万円△１億３１８７万円１０８億下水道事業債

４３２８万円３３億８５５３万円１億２８８１万円３５億
農業集落排水
整 備 事 業 債

３０６１万円８億５５０４万円８５６５万円８億
土 地 区 画
整理事業債

８９４５万円１１億８６１３万円△１億３３２万円１０億水道事業債

６８００万円３３７億２５８５万円△４２１５万円３３７億合　計

　市の水道事業は、民間企業と同様に企業会計が導入
されており独立採算で運営しています。
◎収益的収支…事業の管理運営など経常業務に関する

収入および支出（消費税込み）　
◎資本的収支…水道管の敷設など建設改良費に関する

収入および支出（消費税込み）
※資本的収入の支出に対する不足額は、内部留保資金
などで補てんしました。
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増減率
（Ａ）／（Ｂ）

２１年度決算額
（Ｂ）

２２年度決算額
（Ａ）

区　分

０．０％４３５４万円１１億４３９４万円１１億収入収 益 的
収 支 ６．０％１０１６万円１０億７１０３万円１０億支出

５８．４％４１６４万円６５９４万円収入資 本 的
収 支 △７．５％７２３９万円４億３６８０万円４億支出

　合併特例債は、合併後の一体性の確立や均衡ある発
展に資する公共施設の整備事業などに対し、その財源
として発行することができる通常の地方債よりも有利
な市債です。１０年間の発行が認められている合併特例
債は、このたびの東日本大震災により、発行期限が５
年間延長可能となりました。
　平成２２年度において、合併特例債を活用した事業は
表のとおりです。

◆平成２２年度合併特例債充当事業

事業費充当額事業名

１３０４万円２億６４００万円道路改良舗装事業

２７８６万円２４６０万円両宮排水路整備事業

９３１５万円５億６６２０万円３億
まちづくり交付金事業
（上菅谷地区）※

４０６１万円３４３０万円下菅谷地区まちづくり事業

７４６６万円８億８９１０万円４億合　　　計
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※安心安全対策両宮排水路整備事業、杉原地区まちづくり事業、竹ノ内
街区公園整備事業が含まれています。

��������
　土地は、木崎地区排水機場用地や上菅谷停車場線代
替地などの取得により増加しました。
　有価証券については、ひたちなかテクノセンターの
株が減資により減となり、一方、出資による権利は、
茨城県信用保証協会への寄託金が増となりました。
　債権は、地域総合整備資金貸付金の返済などによ
り、１千１９０万円となりました。
　各種基金のうち財政調整基金については、東日本大
震災により４億円を取り崩し、応急復旧の経費に充て
ました。しかしながら、減債基金などに積み増すこと
で、全体としては５千９９４万円の増となりました。

２１年度末
現在高

増減高
２２年度末
現在高

区　分

１７３万 ４４８㎡７６０３㎡１７３万８０５１㎡土地

１６万６１７８㎡△６７６㎡１６万５５０２㎡建物

１５５４万円△２２２万円１３３２万円有価証券

７８８０万円１９６万円８０７６万円出資による権利

３２４７万円△２０５７万円１１９０万円債権

５５０３万円３９億５９９４万円１４９７万円４０億基金

※水道事業会計分は含まれていません。

市債年度末現在高の推移
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　従来の財政指標は、単年度における主会計（一般会計等）の収支状況に主眼がおかれていましたが、自治体全
体の財政状況が健全な状態であるかどうかを判断するための次の４つの指標「健全化判断比率」が定められ、平
成１９年度決算から全国の自治体で公表しています。また、公営企業においても「経営健全化判断基準」が定めら

れ、同様に公表しています。
　これまでの指標では、信号に例えると赤信号と青信号しかなかっ
たため、気付いたときには財政破綻ということもありました。しか
し、この指標では、新たに黄色信号を作り、早めに財政状況を改善
することで、破綻を未然に防ぐことを目的としています。

財政再生基準
（赤信号）

早期健全化基準
（黄色信号）

那珂市
区　分

平成２１年度平成２２年度

２０．００％１３．０４％―
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

４０．００％１８．０４％―
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

連 結 赤 字 比 率

３５．０％２５．０％１３．５％１２．５％１２．５％実質公債費比率

－３５０．０％９８．５％７８．７％７８．７％将 来 負 担 比 率

経営健全化基準
２０．０％

－
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

資 金 不 足 比 率

那珂市の数値は良好であり、
健全性が保たれています！

■実 質 赤 字 比 率　普通会計（一般会計等）の実質的赤字が標準財政規模に占める割合（１年間の収入、支出
を比べ赤字の割合を示したもの）

■連結実質赤字比率　特別会計を含む市の全会計の実質的赤字が標準財政規模に占める割合（企業会計を含めた
全会計の赤字の割合を示したもの）

■実質公債費比率　一般会計の公債費（借入金の返済額）に、特別会計の公債費を充てるための繰出金などを
加えた実質的な公債費が標準財政規模に占める割合（市債の割合が適正かどうかを判断す
る数値）

■将 来 負 担 比 率　一般会計等の実質的な将来負担額（一般会計等の借入金残高、特別会計の借入金残高のう
ち一般会計負担の見込み、市の全職員が退職すると仮定した場合の退職手当負担見込み、
土地開発公社などの関係団体への一般会計負担見込みなど）が標準財政規模に占める割合

■資 金 不 足 比 率　市の公営企業において生じている赤字（資金不足）が事業規模に占める割合（公営企業に
おける経営状態の悪化の度合いを示すもの）。市では水道事業会計、下水道事業特別会計、
農業集落排水整備事業特別会計の３会計が対象となります。

※標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な一般財源を示すもので、当市では１２１億６千万円（平成２２年度）と
なっています。
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県内順位数値
（対前年比）指標が表しているもの指標

２４位／
４４市町村

０．６８
（△０．０２）

財政基盤の強さを表す指標で、標準的な行政需要を賄うのに必要な財源を、
どれだけ自力で調達できるかを表す指標です。数値が大きいほど、財源に余
裕があるとされており、数値が１を超えると普通交付税の交付を受けない
ことになります。

財政力指数

２５位／
４４市町村

８７．９％
（△３．３）

財政構造の弾力性（ゆとり）を判断する指標で、経常的な経費（人件費、扶助
費、公債費、物件費等）が経常的な収入（市税・普通交付税などの毎年収入さ
れる性質の収入）に占める割合で、比率が低いほど、臨時の財政需要に対し
て余裕があります。

経常収支比率
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　平成２３年度の予算執行にあたっては、限られた財源を
最大限に生かすよう努めるとともに、歳入予算の早期確
保と歳出予算の計画的かつ効率的な執行に努めています。
　平成２３年９月３０日現在の一般会計、特別会計、水道事
業会計、市有財産の状況および市債の状況について、お
知らせします。

平成２３年９月３０日現在における
一般会計の歳入歳出予算の執行

状況は、予算現額に対する収入済額の割合が５３．６％、
支出済額の割合が３３．５％で、ともに順調に執行されて
います。

一 般 会 計

執行率
（Ｂ）/（Ａ）

収入・支出済額
（Ｂ）

予算現額
（Ａ）

区　分

４２．４％７４９７万円４億２００３万円１１億収入
収益的収支

２４．７％１７９６万円３億８９１７万円１２億支出

０．０％０円５１８万円２億収入
資本的収支

２０．６％１１３０万円１億３９４２万円５億支出

水 道 事 業 会 計

※資本的収入の支出に対する不足額は、内部留保資金などで補てんします。

平成２３年
９月３０日現在高

増減高
平成２３年
３月３１日現在高

区　分

１７３万７５１５㎡△５３６㎡１７３万８０５１㎡土地

１６万６０６５㎡５６４㎡１６万５５０１㎡建物

１３３２万円△２２２万円１５５４万円有価証券

８２６６万円１９０万円８０７６万円出資による権利

１８６１万円５８８万円１２７３万円債権

１４９７万円４０億５０６６万円６４３１万円３９億基金

●市有財産の状況

収入率 
５３．６％

執行率 
３３．５％

【その他の内訳】
（分担金及び負担金、財産収入、寄付金、 
　繰入金、繰越金、諸収入） 

【その他の内訳】
（議会費、農林水産業費、商工費、 
　消防費、諸支出金、予備費）

０ ２０億 ４０億 ６０億 ７０億

０ ２０億 ４０億 ６０億

６９．９％

－％

１０３．９％

３０．３％

９．１％

４５．５％

４３．８％

８４．８％

３４．６％

４４．３％

２０．４％

１５．９％

３２．５％

３７．９％

４８．０％

３６．８％

支出済額

予算額歳出

○市税
４６億６９２３万円
６６億８３４３万円

○市債
－万円

３７億２３５７万円
○地方交付税
３５億２２００万円
３３億９０００万円

○国庫支出金
９億３３８３万円
３０億８３８８万円

○県支出金
１億８９６万円
１２億２００万円

○交付金等
４億３４６４万円
９億５４２１万円

○使用料及び手数料
８８９４万円

２億３０９万円
○その他（※）
１４億８９９３万円
１７億５７９６万円

○民生費
１８億８６５６万円
５４億５５３３万円

○総務費
１２億５２２５万円
２８億２５９３万円

○災害復旧費
５億４５３９万円
２６億７５１２万円

○土木費
３億８２１６万円
２３億９９１０万円

○教育費
６億６７６５万円
２０億５１５１万円

○衛生費
５億３２５万円

１３億２７１２万円
○公債費

９億８３３８万円
２０億４６６８万円

○その他（※）
８億１６５７万円
２２億１７３５万円

歳入 収入済額

予算額

収入済額　１１２億４７５３万円
予算現額　２０９億９８１４万円

支出済額　  ７０億３７２１万円
予算現額　２０９億９８１４万円

執行率
（Ｃ）/（Ａ）

支出済額
（Ｃ）

収入率
（Ｂ）/（Ａ）

収入済額
（Ｂ）

予算現額
（Ａ）

会計名

４０．６％７７５４万円２０億３８．３％５７０５万円１９億１１６９万円５１億国民健康保険（事業勘定）

２３．２％３２６万円８億１０．０％４５５０万円３億６７４８万円３４億下水道事業

９．５％１３１万円８２．４％１１３４万円１３７７万円公園墓地事業

２９．３％８９９９万円３億６．３％８４４６万円３０１０万円１３億農業集落排水整備事業

４０．７％５２２万円１４億３７．３％９０７０万円１２億５６７１万円３４億介護保険（保険事業勘定）

２０．０％４１５６万円８．５％１７６６万円７８６万円２億上菅谷駅前地区土地区画整理事業

３１．９％４０６４万円１億３４．０％５０１０万円１億４１００万円４億後期高齢者医療

６．７％３万円１７７．８％８０万円４５万円那珂地方公平委員会

３４．６％５９５５万円４８億２７．５％５７６１万円３８億２９０６万円１４０億合　　　計

特 別 会 計
　特別会計の歳入歳
出予算の執行状況は
予算現額に対する収
入 済 額 の 割 合 が
２７．５％、支出済額の
割合が３４．６％で、例
年並みの状況となっ
ています。

平成２３年
９月３０日現在高

増減高
平成２３年
３月３１日現在高

区分

５２５７万円１６６億３４３３万円△３億８６９０万円１６９億一般会計債

２０２万円１０５億７１２５万円１億３０７７万円１０３億下水道事業債

６２１９万円３４億５１４８万円２億１０７１万円３２億
農業集落排水
整備事業債

５７５６万円８億４０７１万円１６８５万円８億
土地区画整理
事 業 債

３８０５万円９億６５２７万円△３３２万円１０億水道事業債

１２３９万円３２４億６３８４万円４８５５万円３２３億合　　計

●市債の状況




